
 

図 4 溶媒検量線 

 

図 5 方法 1 のマトリックス検量線 

 

た方法 2 では，溶媒検量線を用いて目標値を満たすことがで

きた． 

スコポラミンについては，方法 1（溶媒検量線及びマトリ

ックス検量線）及び方法 2 のいずれにおいても定量で目標値

を満たすことができた． 

いずれの方法も短時間で前処理することが可能であり，緊

急の危機管理事象における定性試験やスクリーニングに適用

できることが示唆された．アトロピンについては定量性を向

上させるため，マトリックス効果を考慮した希釈倍率や精製

等のさらなる検討が必要であると考えられる． 

今後はチョウセンアサガオ由来の食中毒が想定される調理

品等を中心に同様の検討を行うほか，その他の自然毒成分に

ついても，本検討で得られた知見を活かして分析法の整備を

進めていきたい． 
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要 旨 
 

令和 2 年度における徳島県の一般環境大気測定局でのオキシダント濃度については，環境基準（環境基準値は 1 時間

値が 0.06 ppm 以下）を達成することができず，オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上を記録した日数は 27 日であり，気象

条件等（日射，気温，風）に影響されるため年により増減するが，過去 10 年間では 4 番目に少ない日数であった． 

オキシダント緊急時報については，令和元年度に予報及び注意報の発令がそれぞれ 1 日あったが，令和 2 年度は緊急

時報の発令はなかった． 

 

Key words：オキシダント濃度 oxidants concentration， 

緊急時報（注意報，警報）emergency reports（warnings and alarms） 

 

 

Ⅰ はじめに 

全国的に，オキシダントの主たる原因物質となる窒素酸化

物（NOx）濃度は近年横ばいであり，環境基準をほぼ達成し

ているものの，オキシダント濃度については，環境基準がほ

とんど達成されていない状況が継続している．徳島県におい

ても同様の状況であり，令和 2 年度は全局で環境基準を達成

できなかった． 

 令和 2 年における全国的なオキシダントの緊急時報発令状

況を見ると 1) ，注意報発令都道府県数が 15 都府県，発令延日

数が 45 日であり，令和元年（33 都府県，99 日）と比較して，

発令都府県数及び発令延日数ともに減少した．全国の最高値

は東京都区南部地域の 0.199 ppm（8 月 15 日）であり，警報

の発令はなかった．被害の届出は 2 県で合計 4 人であり，令

和元年（9 県，337 人）に比べ減少した． 

 ここでは，令和 2 年度の徳島県のオキシダント濃度の状況

について報告する． 

 

Ⅱ 方法 

１ 測定地点 

令和 2 年度は図 1 に示す一般環境大気測定局 15 局でオキ

シダント濃度を測定した． 

 

 

 *令和 3 年 3 月 退職 

図1 環境大気測定局設置場所 

(地理院タイル(白地図)を加工して作成)
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２ 測定方法等 

（１）測定器（いずれも東亜ディーケーケー（株）製） 

GUX-353型（川内・脇町） 

GUX-353B型（上記以外） 

（２）測定方法 

紫外線吸収法 

（３）校正方法 

UV 法：紫外線吸光光度計による方法 

 

Ⅲ 結果及び考察 

１ オキシダント濃度の状況 

（１）環境基準との対比 

 表 1 に令和 2 年度の各測定局におけるオキシダント濃度が

環境基準（0.06 ppm 以下）を超過した日数を示す． 

測定局 15 局全局で環境基準を超過していた．月別では，4

月，5 月，6 月，8 月及び 3 月は全局で超過となっており，12

月と 1 月が全局で環境基準を達成した． 

環境基準超過の延日数は 1,013 日で，令和元年度（1,034 日）

に比べるとわずかではあるが減少した． 

（２）オキシダント濃度 0.08 ppm 以上の状況 

① 年間延日数 

 表 2 にオキシダント濃度が 0.08 ppm，0.10 ppm，0.12 ppm

以上となった日の経年変化を示す． 

令和2年度にオキシダント濃度が0.08 ppm以上となった日

数は 27 日，オキシダント濃度が 0.10 ppm，0.12 ppm 以上とな

った日はなかった．オキシダント濃度が 0.08 ppm，0.10 ppm，

0.12 ppm 以上となった日数はいずれも過去 10 年間（平成 22

～令和元年度）の平均日数を下回っていた． 

また，オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上になった日数は平

成 22 年度以降増加傾向にあったが，ここ数年は平成 22 年度

と同程度となっている． 

 表 3 及び図 2 に全国と阪神地域（京都府，大阪府，兵庫県，

奈良県，和歌山県）の注意報発令日数 1) -11) と徳島県の 0.08 

ppm 以上になった日数の推移を，表 4 に都道府県別の注意報

発令日数の推移 1) -11) を示す． 

令和 2 年の全国の注意報等の発令延日数は 45 日，阪神地

域では 9 日であった．なお，発令最多都府県は 7 日の埼玉県

で，次いで 6 日の東京都であった． 

② 月別日数 

 表2からオキシダント濃度が0.08 ppm以上となった日数の

月別状況は，これまでのように特定の月に集中するのではな

く，春から夏にかけての期間中降雨の多かった 7 月を除いて

分散・平均化していた． 

 11 月～2 月については過去 10 年間と同様に，令和 2 年度

もオキシダント濃度が 0.08 ppm 以上となった日はなかった． 

表 1 局別・月別オキシダント濃度の状況（令和 2 年度） 

表 2 月別オキシダント濃度の状況の経年変化 

 

表 4 各都道府県における注意報発令日数の推移（平成 22 年～令和 2 年） 

表 3 全国と阪神地域の注意報発令日数及び 
      徳島県の 0.08 ppm 以上の日数の推移（年次） 

図 2 全国と阪神地域の注意報発令日数及び 
   徳島県の 0.08 ppm 以上の日数の推移（年次） 
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③ 局別発生日数 

 表1から局別のオキシダント濃度が0.08 ppmを超えた日数

は 1 日～19 日であり，上位局は脇町 > 池田 > 鳴門 = 徳島 

= 椿 = 吉野川の順であった．また，図 3 に測定局別の 0.06 

ppm を超えた日数の経年変化を示すが，令和 2 年度は令和元

年度に比べて，北島，神山，那賀川，阿南，大潟，椿，由岐

及び吉野川で減少し，鳴門，川内，徳島，小松島，脇町及び

池田では増加していた． 

④ 発生時刻と時間数 

 表 5 に令和 2 年度のオキシダント濃度が 0.08 ppm以上とな

った時刻（以下「初発時刻」という．）とオキシダント濃度

が 0.08 ppm以上を継続した時刻（以下「継続時刻」という．）

の集計結果を示す． 

初発時刻は，15 時 > 13 時 > 12 時 = 16 時の順であり，上

位 3 位で 66.7%を占めていた．継続時刻の延回数は，16 時 > 

17 時 > 15 時 > 14 時の順であり，73.1%を占めていた． 

 また，初発時刻が昼間（6 時～20 時）以外の 21 時と 22 時

に各 1 回づつ 2 回あるが，これより後の 22 時と 23 時の継続

延回数が 0 のため，オキシダント濃度が高い気塊の移流によ

り濃度が 0.08 ppm以上となったが，その移流により気塊が拡

散し濃度が低下したと推測される． 

 図 4 に過去 5 年間の初発時刻延回数と継続時刻延回数の平

均と令和 2 年度との比較をそれぞれ示す．令和 2 年度の初発

時刻延回数は 15 時が最も多く，次いで 13 時となっており，

過去 5 年間の平均値のような 14 時を頂点とした一山型とは

異なっていた．継続延回数は 16 時を頂点とした一山型で，12

時までの継続時刻延回数や延回数割合に違いがあるものの，

過去 5 年間と同様の傾向にあった． 

表 5 初発時刻の延回数と状態継続時刻の延回数（令和 2 年度） 

図 4 初発時刻延回数及び高濃度状態延回数の割合 

図 3 局別 0.06 ppm を超過した日数の推移（平成 28 年度～令和 2 年度） 

２ オキシダントと気象の関係 

（１）天候との関連 

  表 6 に令和 2 年度の 0.08 ppm以上を記録した日とその 3 日

前までの天候 12) -23) をまとめたものを示す．なお，晴は天気概

況が快晴又は晴れのみであること，曇は天気概況に曇又は薄

曇の記載があるもの，雨は天気概況に霧，霧雨，雨あるいは

大雨の記載があるものとする． 

 令和 2 年度の天候が雨である割合は「3 日前（6 時～18 時）」

が 33.3%で「当日（6 時～18 時）」までに 7.4%とその割合は

漸減しているが，晴と曇の「3 日前（6 時～18 時）」から「当

日（6 時～18 時）」にかけての割合は，晴が漸増し曇が漸減

するという単純なものでなく，晴は「1 日前（6 時～18 時）」

の 55.6%が最も高く，曇は「1 日前（6 時～18 時）」の 29.6%

が最も低かった． 

 表 7 に令和 2 年度の 0.08 ppm以上を記録した日における日

照時間 12) -23) の割合，図 6 に日照時間の経年変化を示す． 

令和 2 年度の高濃度オキシダント発生日における日照時間

は10時間以上の場合が66.7%で最も多く，6時間以上で92.6%

を占めていた．また，平成 27 年度から令和 2 年度までの経年

変化を見ても，いずれの年度も日照時間が 6 時間以上の割合

が90%を超過しており，日照時間が10時間以上の割合は50%

を超過していた． 

表 8 に令和 2 年度の徳島市の月平均気温，月間降水量，月

間日照時間とそれぞれの平年値 12) -23) 及び平年値との比較を，

図 7 に月平均気温，図 8 に月間降水量，図 9 に月間日照時間

のグラフを示す． 

オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上を記録した日が最も多か

った4 月，6 月及び8 月は，気温は平年値との差はあまりなか

ったが，6 月と 8 月の降水量は平年よりも少なく，日照時間

は 4 月，6 月，8 月のいずれも平年より多く，オキシダント濃

度が上昇しやすい気象条件にあったことがわかる． 

表 8 月別の気象状況（令和 2 年度） 

表 6 0.08 ppm以上を記録した日と天気概況（令和2 年度） 

表 7 0.08 ppm 以上を記録した日と日照時間（令和 2 年度） 

図 6 高濃度オキシダント発生と日照時間の経年変化 

図 7 気温の状況 
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時刻延回数は 15 時が最も多く，次いで 13 時となっており，

過去 5 年間の平均値のような 14 時を頂点とした一山型とは

異なっていた．継続延回数は 16 時を頂点とした一山型で，12

時までの継続時刻延回数や延回数割合に違いがあるものの，

過去 5 年間と同様の傾向にあった． 

表 5 初発時刻の延回数と状態継続時刻の延回数（令和 2 年度） 

図 4 初発時刻延回数及び高濃度状態延回数の割合 

図 3 局別 0.06 ppm を超過した日数の推移（平成 28 年度～令和 2 年度） 

２ オキシダントと気象の関係 

（１）天候との関連 

  表 6 に令和 2 年度の 0.08 ppm以上を記録した日とその 3 日
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況が快晴又は晴れのみであること，曇は天気概況に曇又は薄
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 表 7 に令和 2 年度の 0.08 ppm以上を記録した日における日
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オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上を記録した日が最も多か
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は 4 月，6 月，8 月のいずれも平年より多く，オキシダント濃
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表 8 月別の気象状況（令和 2 年度） 

表 6 0.08 ppm以上を記録した日と天気概況（令和2 年度） 

表 7 0.08 ppm 以上を記録した日と日照時間（令和 2 年度） 

図 6 高濃度オキシダント発生と日照時間の経年変化 

図 7 気温の状況 
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逆に，オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上を記録した日が 0

日であった 7 月と 9 月は，降水量が平年より多く，日照時間

は平年より少なくなっていた．特に 7 月については，降水量

が平年比 174.3%の増加，日照時間が平年比 53.0%の減少と極

端な状況となっており，オキシダント濃度が上昇しにくい気

象条件の日が多かったため，全局でオキシダント濃度が 0.08 

ppm以上に上昇しなかったと考えられる． 

（２）風速との関連 

表 9 に，気象庁が県内に設置している「地域気象観測シス

テム」観測局 8 局の風速データ 12) -23) を高濃度オキシダント

の状況にある時刻のものについて集計したものを示す． 

風速は，1.0～1.9 m/s が最も多く，オキシダント濃度が上昇

しやすいとされる風速4.0 m/s未満の割合は90.1%を占めてい

た．風速が 4.0 m/s 以上になると高濃度発生率は低下し，その

割合は 9.9%であった． 

３ オキシダント濃度の状況 

（１）全体 

  表 10 にオキシダント濃度の昼間の日最高値の月平均値の

集計結果を，図 10 に令和 2 年度と過去 5 年間平均値の昼間

の日最高値の月平均値を，図 11 に年度ごとの昼間の日最高値

の全局月平均値の経月変化の状況を，図 12 に北部地域（鳴

門，北島，川内，徳島，小松島，神山，吉野川），南部地域

図 8 降水量の状況 図 9 日照時間の状況 

表 10 オキシダント濃度の昼間の日最高値の月平均値（全局及び北部地域，南部地域，西部地域との比較） 

 

表 9 高濃度オキシダント状況下の風速の頻度（令和 2 年度） 

図 10 全局のオキシダント昼間の日最高値の月平均値 

 

（那賀川，阿南，大潟，椿，鷲敷，由岐），西部地域（脇町，

池田）の各地域での昼間の日最高値の月平均値の状況を示す． 

 表 10 及び図 10 から，県下全体の状況をみると，令和 2 年

度の昼間の日最高値の年平均値は 0.049 ppm で，過去 5 年間

平均値に比べ低かった．各月平均値については，4 月，12 月

及び 2 月が過去 5 年間の各月平均値を上回っており，5 月，6

月，7 月，9 月，10 月，11 月，1 月及び 3 月は下回っていた． 

図 11 から，各年度の状況をみると，12 月から 3 月にかけ

ての状況に大きな違いは見られないが，令和 2 年度は 5 月か

ら 6 月にかけての濃度の上昇がなく，8 月から 10 月にかけて

の濃度の再上昇もそれほど顕著ではなかったのが特徴的であ

る． 

（２）地域別 

図 12 から，各地域の状況をみると，地域間で多少の濃度差

はあるものの，いずれの地域においても全局平均と同様に春

季から夏季にかけて濃度が下降し，秋季に緩やかな濃度の再

上昇があり，冬季にかけて濃度が下降するという経月変動を

示し，地域による増減傾向の差は見られなかった． 

 

Ⅳ まとめ 

本県における令和 2 年度のオキシダント濃度の測定結果に

ついて，以下のことが明らかとなった． 

１ オキシダント濃度は，全局で環境基準を達成しておらず，

月別では，4 月，5 月，6 月及び 8 月が全局で環境基準を超

過していたが，降水量が平年比で 174.3%となった 7 月に環

境基準を達成した局が一部あった． 

２ オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上となった日数は 27 日

と，過去 10 年間の平均と比べると少なく，平成 22 年度以

降はオキシダント濃度が0.08 ppm以上となった日数は増加

の傾向にあったが，ここ数年は停滞している． 

  また，オキシダント濃度が 0.08 ppm 以上となった月別の

日数は分散しており過年度のように特定の月に集中するこ

とがなかった． 

３ 初発時刻は上位 3 位（15 時，13 時，12 時，16 時）の延

回数で 66.7%を占め，継続時刻は上位 4 位（16 時，17 時，

15 時，14 時）の延回数で 73.1%を占めていた． 

また，初発時刻が昼間（6 時～20 時）から外れた 21 時と

22 時であるものがそれぞれ 1 回あったが，それが継続する

ことはなかった． 

４ オキシダント濃度が0.08 ppm以上となった日は日照時間

の長い日が多く，日照時間が昼間 15 時間の過半数となる 8

時間以上の日の割合は 81.5%であったが，天候については

晴れが 51.9%となっていた． 

５ 令和 2 年度の各都府県における注意報発令日数は令和元

年度から半減しており，全国的にも令和 2 年度のオキシダ

ント濃度は昨年度よりも低かったことがうかがえる． 

６ オキシダント濃度の昼間の日最高値については，年平均

値は過去 5 年間の平均値より低かった．経月変動では 4 月

が最も高く，4 月から 7 月にかけて減少し，8 月から 10 月

にかけての濃度の再上昇もそれほど顕著ではなかった． 
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要 旨 
 

2014 年度から 2020 年度にかけて測定した徳島県内の PM2.5 質量濃度自動測定機のデータをもとに，徳島県における

PM2.5 の推移と，高濃度要因についての考察を行った．県内における PM2.5 質量濃度年平均値は，年々減少しており，環

境基準の短期基準である日平均値 35 μg/m3 を超過する高濃度日も減少していた． 

 近年の県内における高濃度事例は，いずれも気温が高くなる 3 月下旬～8 月上旬に発生しており，高温，連続する晴れ

の日による汚染物質の蓄積，国内の火山噴火による前駆ガスの流入，大陸からの越境汚染など，気象的要因，自然要因が

重なったときに発生していることが確認できた． 

 

Key words：微小粒子状物質 PM2.5，自動測定機 automatic measuring machine 

 

 

Ⅰ はじめに 

PM2.5は，粒径が 2.5 μm 以下の非常に小さな粒子の総称で

あり，呼吸器系や循環器系への影響が懸念されている．2009

年 9 月に大気環境基準が示され，年平均値 15 μg/m3以下の長

期基準と日平均値 35 μg/m3以下の短期基準，両方の基準を満

たすこととされている．徳島県における PM2.5 の環境基準達

成状況は，表 1 に示すとおり 2016 年度以降は 100%を維持し

ているが，自動測定機による常時監視結果によると，本県の

産業の中心である徳島市での測定値よりも県西部や県北部で

の測定値が高いという状況が続いており，その要因解明が期

待されている．本県における自動測定機による PM2.5 に係る

監視は 2009 年度に始まり，2014 年度に現在の監視網が整備

されたが，そこから 7 年が経過し，その間に全国規模でも状

況は変化している．そこで本報では，徳島県における 2014

年度から 2020 年度までの PM2.5質量濃度の推移と，地域的・

季節的特徴についてまとめたので報告する． 

 

 

 

 

 

Ⅱ 測定地点及び方法 

PM2.5質量濃度監視測定地点の詳細を，図 1，表 2 に示す． 

なお，PM2.5質量濃度自動測定機は，全ての地点で東亜ディー

ケーケー株式会社製 FPM-377 を用いたが，徳島保健所（以下，

徳島）についてのみ 2016 年 10 月まではサーモフィッシャー

サイエンティフィック株式会社製 SHARP5030 を用いていた． 

 

表 1 徳島県における PM2.5環境基準達成状況 

（全国の達成率は一般局における数字） 

*現 徳島県危機管理環境部環境管理課 

全全国国

有有効効測測定定局局数数
環環境境基基準準達達成成
測測定定局局数数

環環境境基基準準
達達成成率率
（（％％））

環環境境基基準準
達達成成率率
（（％％））

22000099 11 00 00 --
22001100 11 00 00 3322..44
22001111 11 00 00 2277..66
22001122 33 00 00 4433..33
22001133 55 00 00 1166..11
22001144 1100 66 6600 3377..88
22001155 1100 88 8800 7744..55
22001166 1100 1100 110000 8888..77
22001177 1100 1100 110000 8899..99
22001188 1100 1100 110000 9933..55
22001199 1100 1100 110000 9988..77
22002200 1100 1100 110000 --

一一般般局局

徳徳島島県県

区区分分 年年度度
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